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経済論叢(京 都大学〉第155巻 第1号,1995年1月.

市場経済移行の基本問題

.1は じ め に

高 阪 章

東 ヨー ロ ッパ,旧 ソ連 な ど,旧 中 央 計 画 経 済 の.市場 経 済 移 行 のた め の経 済 改

革 は,経 済発 展 戦 略 を考 え る上 で 新 た な 挑 戦 課 題 を 突 きつ け て い る。 例 えば,

1994年 現 在,ロ シアの 経 済 支 援 は先 進 国 蔵 相 会 議 の 主 要議 題 の一 つ と な って い

る。 けれ ど も,こ れ ら 「移 行 経 済 」 の 問 題 は,政 策 当 局 に とっ て ばか りで は な

く,政 策科 学 と して の経 済 学 に とって の 課 題 に もな って い る よ うに思 わ れ る。

「移 行経 済 」 に 対 す るIMF・ 世 界 銀 行 な ど国 際 機 関 の 政策 助 言 は,ラ テ ン

ア メ リ カ諸 国 な ど主 と して他 の 発 展 途 上 国 に お け る経 験 に 基 づ く もの で あ っ

た'」。 確 か に,東 欧 諸 国 な どの移 行 経 済 の 直 面 した 困難 は ラテ ン ア メ リ カ諸 国

な どの経 験 と共 通 の 要 素 を も っ て い る2)。 さ ら に 云 え ば,移 行 経 済 で あ れ,他

の 発 展 途 上 国 で あ れ,経 済 改 革 の 目的 と手 段 は 共 通 して い.る。 と もに,短 期 の

経 済 安 定 化 と長期 の発 展 を 国内 イ ンフ レの 抑 制 と経 済 の 開 放化 に よ っ て達 成 し

よ うと して い るか らで あ る。

けれ ど も,最 近 に な って,.こ の種 の政 策 処 方 箋 の 有 効性 に 疑 問 が 呈 さ れ て き

1〕 例 えば ラテ ンアメリカ諸国は]970年 代 末か ら8〔}年代前半にかけて,一 連 の外生 ショックと国 内

経済経営 の誤 りか ら対外債 務累積 問題 など深刻 な経 済困難 を経験 した。その後 の経 済再 建の過

程で は,厳 しい経済安定化 政策 と長期 的な構 造改革 プログラムの組み合わ せ,す なわ.ら 「構造

調整政策」が これ ら国際機関の資金援助 の条件 ≡ 「コンデ ィシ ョナ リテ ィ」 として課せ られてい

る。

2)両 者は共に上述 の外生シ ョックによって債務 累積国 にな ったが,途 上国の中で は相対 的に教 育

水準,社 会資本,一 人あた りGNPの 高 い中所得国であ る。 その意味で,ラ テ ンアメ リカなど中

所得 国の経験が東欧な ど移行経 済に何 らか の教訓 をもつで あろうとい う類推には一定の根拠が あ

るc
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て い る3,。それ は,ま ず,途 上 国 一 般 に対 す る構 造 調 整 政 策 が 移 行 経 済 に も適

用 可能 か どうか とい う もの で あ る 。実 際,移 行 経 済 へ の 構 造 調 整 政 策 の 適 用 は

途 上 国 一般 に は な い,.さ ま ざ ま な 問 題 を 引 き起 こ して い る%移 行 経 済 は次 の

2つ の側 面 で 他 の 発 展 途 上 国 よ り困難 な状 況 に あ る。

第1に,移 行 経 済 が 経験 した外 生 シ ョ ック は他 の 発 展 途 上 国 の そ れ を は るか

に上 回 って い る 。 す な わ ち,移 行 経 済 の多 くはか っ て 相 互 経 済援 助 会 議(CM

EA)に.加 盟 して お り,CMEAの 崩 壊 は移 行 経 済 の対 外 部 門 に 決定 的 な打 撃

を与 え た 。

,CMEAは 東 側 の独 自 の 「歪 んだ 」 相 対 価 格 体 系 に基礎 を お く域 内貿 易 シ ス

テ ムを 作 って お り,そ の崩 壊 は,国 際 貿 易 市 場 の,こ れ まで とは ま っ た く異 な

る競 争 的 な価 格 体 系 に各 国 を直 面 させ る こ と とな った 。CMEAは また,地 域

統.合の シス テ ム を形 成 して お り,そ の 崩壊 に よ って,こ れ まで の生 産 拠 点 の シ

シテ ム は 歪 ん だ価 格 体 系 に依 存 して お り,根 本 的 な改 編 が必 要 で あ る こ とが 明.

らか に な っ た。

第2に,移 行 経 済 は そ の経 済構 造 自体 の 崩壊 に 直 面す る こ とと な った 。 す な

わ ち,市 場 経 済 へ の移 行 のた め の 改 革 は,部 分 的 な改 訂 で は な く,こ れ まで の

す べ て の制 度 的枠 組 み の 革 命 的 な変化 を必 要 と して い る。 移 行 の た め の 改 革 に,

私 的所 有 権 に基 づ く新 た な所 有 シス テ ム,.民 営 化 に基 づ く新 た な企 業 シ.ステ ム,

単 一 銀 行 に 代 わ る 新 た な 銀 行 シ ス テ ム,お よ び 「ソ フ トな 予 算 制 約(soft

budgetconstraint)」 に 基 づ く政 府=国 営 企 業 関係 に代 わ る新 た な 財 政 お よ び

3)こ の他,構 造調整政策自体 の有効性 をめ ぐる議論 も少 なくない.構 造 調整政 策は80年 代 に広範

に実施されたが,必 ず しも所期 の目的 を達成 してい ない とい う根強い批 判があ り,さ まざまな背

景 をもつ発展途上国に一律 の,し か も急激 な改革 プログラムを適用する ことの妥 当性 に対 して疑

問が投げかけ られている。

4)旧 中央計画経 済がい くつか の点で途上国 としての特徴を持 っている ことは事実であ るが,ま た,

それ らにはないい くつか の構造 的特徴が構造調整政策の有効性を著 しく減殺 しが ちで あることが

っ とに指摘 されて きてい る.例 えば,BrunO〔1992〕 に よれば,「 このよ うに表面 的に見 る限 り

において東欧諸 国における調 整と構造改革の問題は他の巾所得国,ブ ラジル,メ キシコ,イ スラ

エルな どのそれ と同 じように見 えよう。1中 略1〔 けれ ども)出.発 点 と望 ましい到達点 との間隔は,

予 想を上 回って,広 いとい うだ けではな く,き わめて深いのである。
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社 会 保 障 の シス テ ムを 導入 しな けれ ば な らない 。

む ろ ん 資 本 主 義 体 制 下 にあ る発 展 途 上 国 に おい て も,政 府=国 営 企 業 間 の

「ソ フ トな予 算 制 約 」 的 な 関係 や 金 融 シ ス テ ム の 「抑 圧 」 が み られ る こ とは珍

し くない が,そ れ らの 経 済 と云 え ど も,私 的 所 有 権 と分権 的 意志 決定 に基 礎 を

おい てい る こ とは 否定 で きな い。 資 本 主 義 体 制 下 の途.卜国 と旧 中 央計 画経 済 と

の差 は程 度 の 問題 で は な い ので あ る。 したが って,旧 中 央計 画経 済 の場 合,経

済 改 革 の ス ター トと ゴー ル の 間 に は 巨大 な溝 が横 た わ って お り,そ れ は他 の途

上 国 の場 合 よ りは るか に包 括 的 な改 革 を必 要 とす る こ とを認 識 す る必 要 が あ る。

さ ら に,移 行経 済 を め ぐ る政 策論 議 の 発展(ま た は混 乱)の 中 で最 近 注 目さ

れ る の は,.東 欧 ・旧 ソ連 と中 国 ・ベ トナ ム の経 済 パ フ ォー マ ンス の対 照 的 な差

を ど う評 価 し,ど ・う理 解 す るか とい う問 題 で あ る(McKinnon〔1994〕 お よび

SachsandW⑪o〔1994〕)。 実 際,後 にみ る よ うに,旧 中 央計 画 経 済 の 中で も,

旧社 会 主 義 国 で あ る東 欧 ・旧 ソ連 とア ジ ア の社 会 主 義 国 で あ.る中 国 ・ベ トナ ム.

の経 済 パ フ ォー マ ンス の 明 暗 は余 りに も著 しい ものが あ る。

本 稿 で は,以 上 の よ うな議 論 を踏 ま え,こ れ ら 「移 行 経 済」 の経 済 改 革 に お

け る政 策 戦 略 を考 え る上 で重 要 で あ る と思 わ れ るい くつ か の基 本 的 な 論点 を整

理 し,そ れ が 途 上 国 一 般 に お け る発 展 戦 略 に対 して 持 つ 意 味 を検 討 して ゆ きた

い。 「構 造 調 整 政 策 」 の移 行 経 済 へ の 適 用 は,当 初 考 え られ て い た 以 上 に 困難

な側 面 を持 って い る こ とは すで に指 摘 した。 以 下 で は,ま ず 第2節 で,そ の 困

難 の原 因 は構 造調 整 政 策 自身が もつ 安 定 化 政 策 とoト レー ド ・オ フ関係 で あ る

と論 じられ る。 す な わ ち,安 定 化 政 策 の波 及 メ カ ニ ズ ムは そ れ 自身が 構 造 調 整

の対 象 と な って お り,し ば しば安 定 化 を 阻害 す る要 因 とな る。

移 行 経 済 問 の パ フ ォー マ ンス の差 の説 明 要 因 につ い て は 第3,4.節 で 論 じる。

第3節 で は,移 行 改革 に先 立 つ 初 期 条 件 の差 に注 目す る。 パ フ ォー マ ンス の違

い に劣 らず 大 きな 差違 が移 行 経 済 の初 期 条 件 のい くつ か にみ られ る。 こ こで は,

改 革 開始 時 の,.経 済体 制,産 業 構 造,そ して マ ク ロ経 済状 況 が順 に検 討 され る。

移 行 プ ロ セス にお ける政 策 戦 略 につ い て は第4節 で 論 じる。 政 策 運 営 の技 術 的



.

h
.

市場経済移行の基本問題..(101)101

側 面,政 府 の能 動 的役 割,国 際 経 済 環境 の持 つ 外 部 効 果 な どが 取 り上 げ られ る。

最 後 に 第5節 は 一連 の考 察 が 発 展 戦 略 一般 に対 して持 つ イ ンプ リ ケー シ ョンを

論 じる。

11移 行 ・改 革 の プ ロ セ ス

経 済 改 革 の 開 始 時 点で の典 型 的 な マ ク ロ経 済状 況 は,価 格 の歪 み と 「金融 抑

圧(丘nancialrepression>」 の 広 が り を背 景 と した 国 内 イ ン フ レ,財 政 赤 字 お

よ び対 外 収 支 不 均 衡 で あ る 。 これ に対 して,安 定化 の た め の処 方 箋 は,補 助 金

削 減 を伴 う財 政 引 き締 め,国 内価 格 の 自 由化,為 替 レー トの切 り下 げ,そ して

金 融 引 き締 め とい う こ とに な る 。東 欧 そ して旧 ソ連 諸 国 で は,こ れ らに よ り,

予 想 を超 えた 国 内 イ ンフ レ と国 内 生 産 の低 下 の持 続 とい う惨 憺 た る結 果 を経 験

す る こ と とな った 。 この 節 で は,こ の よ うな移 行 ・改 革 の プ ロセ ス に お け るマ

ク ロ経 済 変 数 の波 及 メ カニ ズ ムに つ い て論 じる。

2ユ..ス タ グ フ レ ー シ ョン

国 内価 格 自由化 に よ る物 価 の 急 騰 は 当 初 の予 想 を は るか に上 回 り,東 欧 ・旧

ソ.連や ベ トナ ムで は イ ンフ レ.率は容 易 に収 ま らな か った 。 中 国で は,価 格 自由

化 は緩 や か に 実施 さ れ,イ ンフル 率 は20%ほ どに な った が,他 国 ほ ど加 速 化 は

しなか っ た5〕。 この 種 の超 過 需 要.イ ン フ レに対 して は,一 回切 りの 価 格 シ ョ ッ

ク(上 昇)が 大 きい ほ ど,そ の イ ンパ ク トは持 続 しな い とみ な さ れ る こ とが 多

い。 けれ ど も,産 業調 整 は時 間が か か る もの で あ り,.価 格 自由化 は必 ず し も資

5).こ れ らの高 インフレの原因 としては3つ 考 えられ る。第}は 過剰 流動性で ある。改革前 の価格

の歪みが大 きいほ ど,価 格自m化 は広 範な部門 におい て需要 と供給 の ミス ・マ ッチを明 らかにす

るだ ろう。 けれ ども,超 過需要 が インフレを呼ぶの は過剰流動性がそれを支 えるか らであ る。 し

たが って,高 インフ レは,金 融抑 制が 需要 を抑制す るのに十分強力ではなかった と言 うことを示

しているとい える"

第zの 要 因は為替 レー ト切 り下げの影響で ある。切 り下げの国内 イン7レ への効 果は時 に過小

評価 され ている。第3は 国営企業な どの独 占的行動で ある。 白山化 による投 入価格 の上昇 に対 し

て,一 部 の国営企業は市場支配力を行使 して生産物価格 を市場決定価格水準以上 に設定す る場合

が ある。
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源 配 分 の改 善 を意 味 せ ず,か え って リス ク を増 大 させ る こ とに よ.って資 源 配 分

の調 整 を妨 げ るか もしれ な い 。 そ の場 合,部 門 間 の需 給 不均 衡 とそ の結 果 と し

て の イ ンフ レは 持 続 す る 可 能性 が あ る。

新 た な イ ンセ ンテ ィブ ・シス テ ム,す なわ ち 自由 化 さ れ た価 格 体 系 に対 す る

生 産 の 反 応 は しば しば予 想 を は るか に超 え る もの で あ った 。 中で も,集 計 的 生

産 の 落 ち込 み は 急 激 で,そ れ は 長期 にわ た って 持 続 して い る(東 欧 ・旧 ソ連 の

場 合)。 と く.に,噛 来 の生 産 構 造 の 中 心 た る国 営 企 業 の反 応 は 一般 に 遅 く,そ.

の 生 産 の 低 下 は 広 範 に み ら れ た 。 こ の よ う な 「生 産 の 崩 壊(outputcolla-

pse)」6〕は 失 業 を生 み,実 質 賃 金 低 下 を導 い たが,そ の原 因 は 多 岐 に わ た るη。

他 方,ベ トナ ム に お け る生 産 低 下 は相 対 的 に短 く,停 滞 は一 時 的 で あ った し,

中 国 で は生 産 の伸 びが マ イ ナ.スに な る こ とは な か った。.

2.3.波 及 メ カニ ズ ム...・

この よ うな生 産 の反 応 は直 接 には 改 革 プ ロセ ス に お け る安 定 化 政 策 の結 果 で

あ る が,そ れ に も増 して こ こで 強 調 して お か な けれ ば な らな い の は,旧 体 制 か

ら継 続 す る財 政 制 度,金 融 制 度,企 業 組 織 の 問 の フ ィー ドバ ック ・メ カニ ズ ム

が 上 の反 応 プ ロ セ ス を増 幅 す る役 割 を は た した 点 で あ る。

6)市 場経済への移行に伴 うこのような生産の崩壊は,移 行 経済に特 有の統計誤差 によって誇張 さ

れ る傾向がある ことに注意す る必要があ る(例 えば,IMF口994〕,Box】.2を 参照)。

旧中央 計画経 済の公式 統計 は,民 間部門 の生産や,教 育,行 政 な どのnon・materials已rvi肥s

を十分カバー していない場合が多い。 しか も,経 済改革の プロセ スで はこれらの部門 の相対的な

成長が著 しい。.また.計 画経済 のもとでの生産統計は過大に報告 される場 合が 多か ワた.こ れ ら

諸点を勘案すれ ば,公 式統計が改革前後の生産低下を過大 評価す る傾向 が強い ことは否定で きな

い.実 際,特 定 の商品 につい て総供給 と家計消費の動向を比較 した研究 によれば.両 者が矛盾す

る動 き,す なわ ち総供給の低下 と家計消費の増加が見られ るこ とは珍 しくない ことが報告されて

いる。

7)第1は,需 要サ イ ドの要因であ り,そ れ らは,イ ンフ レ予想 に基づ く財 ・原材料の保 蔵の広 が

りとその後 の需要減であ り,予 期せぬイ ンフレと金融 引 き締 めによる貨幣 ・信用 ・賃金の実質低'
下 であ り,そ して また,CMEA体 制崩壊 による 「交易条件 シ ョック」であ る.

第2は 供給サ イ ド要因であ り,実 質信 用の縮小,価 格 ショックによる名 目金利の上昇 と実質金

利 の高1トまり,体 制改革によ る経営 ショックが増幅 した リスク回避傾向な どがそれである。その

うえ,価 格 白山化が投人価 格を上昇させ 、他方,CMEAの 崩壊に より,原 材料 ・中間財輸人が

途絶 した ことも供給能力を著 しく制約 した。
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第1に,財 政 改 革 の柱 は補 助 金 の大 幅 削 減 で あ るが,こ.れ は 国営 企 業 の 利 潤,

ひ い て は投 資 資.金の 大 幅 削 減 を意 味す る。 「ソ フ トな予 算 制約 」 の 下 で め 政 府

収 入 に 占め る国 営 企 業上 納 金 は きわ め て大 きい 。 した が って,こ の よ う な支 出

削 減 が 財 政 赤 字 を縮 小 す る ど ころか,か え って拡 大す る こ とは少 し も不 思 議 で

な い。 他 方 で,と くに移 行 経 済 に おい て は,租 税 ベ ー ス を拡 大 し,新 た な 税 目

を導 入 す るた め に は相 当 の時 間 と資 源 を必要 とす るだ ろ う。 加 えて,構 造 調 整

は,労 働 力 の移 動 を含 む産 業 調 整 の た あ に,と りわ け移 行 の プ ロセ スで は社 会

保 障 的 支 出 の増 大 を伴 う。 例 えば,比 較 的社 会 保 障制 度 の 整 った 東 欧 に お い て.

は,失 業 の増 大 に よ っ て社 会 保 障 関係 の支 出 が急 増 した 。

第2に,価 格 自由化 は既 存 企 業 に と って 産 出価 格 だ けで はな く,.投 入価 格 の

引 き上 げ を も意 味 す る。 この た め,価 格 体 系 自体 が 歪 んで い る状 況 で は,企 業

利 潤 の縮 小 とそれ に よ る生 産 お よび雇 用 の低 下 が 生 じる。 この 点 で 国営 企 業 に

比 べ,新 た に設 立 され た民 間企 業 は有 利 な立 場 にあ る。 実 際,非 国営 企 業 で あ

る,主 と して 中小 規模 の労 働 集 約 的 企 業 は,東 欧 で もアジ アで も国営 企 業 に比

べ てパ フ ォーマ ンスは は るか に優 れ てい る とい わ れ る。

第3に,金 融 引 き締 め は金 利 の上 昇 と信 用 の 逼 迫 を もた らす が,こ れ に よ る

資 金 不 足 は投 資 資 金 の み な らず,運 転 資 金 の 逼 迫 を もた.らし,ひ い て は生 産 の

低 下 を もた らす 。 この よ うな 「金 融 抑 圧 の 下 で の ス タ グフ レー シ ョ ン効 果 」 は,

資 本 市 場 が 未 発 達 な発 展 途 上 国 で しば しば 見 られ る(Taylor〔1980),Calvo

andCoricelli〔1992〕 な ど を参 照)。 金 融 抑 圧 が 甚 しい場 合 は家 計 な どの 貯 蓄 主

体 と企 業 な どの投 資 主 体 は金 融 仲 介 で リン クさ れ る こ とな く,企 業 はそ れ 自身

で 企 業 間 貸借 の ネ ッ ト7ー ク を作 り上 げ る こ とが あ る。 そ の場 合,安 定 化 政 策

は 時 と して企 業 間債 権 債 務 を累 増 さ せ,当 該 企業 お よ び 同企 業 の貸 付 銀 行 の経

.営 の.基礎 を ゆ るが せ,さ ら には 金 融 シス テ ム 全体 の安 定 性 を損 い か ね な い 。

III移 行 ・改革 の初 期条 件

移 行 経 済 諸 国の 最 近 の 経 済 パ フ ォ㌣ マ ンス を 見 る と,東 欧 ・旧 ソ連 と中 国 ・
硅
に
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ベ トナ ムの 間 の対 照 的 な結 果 に驚 か ざ るを得 な い 。東 欧 ・白 シ アが マ イナ ス 成

長 と高 イ ン フ レの持 続 に悩 ま され て い るの に対 して,中 国 は イ ンフ.レを 一 定 程

度 に収 め つ つ2桁 成 長 を実 現 し,ベ トナ ム も イ ン フ.レ抑 制 に成 功 し,着 実 な 経

済 成 長 を実 現 して きて い る(図1お よ び図2を 参 照)b
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前 節 で は,改 革 の諸 措 置 が イ.ンフ レ,財 政 赤 字,貨 幣 供給,雇 用 な どの マ ク

ロ経 済 変 数 に影 響 を与 え る波 及 経 路 を検 討 した 。 この 点 に 関 して は,東 欧 ・ロ

シ ア と中 国 ・ベ トナ ム の 間 に本 質 的 な 違 い は な い 。.にもかか わ らず,こ れ だ け.

対 照 的 な マ ク ロ経 済 成 果 が 生 じるの は な ぜ で あ ろ うか 。

本 節 以下 で は,初 期 条 件,さ ら に,そ の 後 の 政 策 戦 略 に焦 点 を絞 って この 原

因 を考 察 したい 。 本 節 で 検 討 す るの は,経 済 改 革 に お け る 「初 期 条 件 」 の 違 い

で あ る。 なか で も,見 逃 せ ない の は 次 の3つ の側 面 で あ る。 す なわ ち,改 革前

の,1)経 済 体 制,2)産 業 構 造,さ らに は,3)マ ク ロ経 済状 況 に お け る違 い

で あ る。

3.1.経 済 体 制

中央 計 画 の浸 透 の 度 合 い は 国 に よ っ て異 な る。 第1に,国 営 企 業 は,東 欧 ・

ロシ ア にお い て は中 国 よ りもは るか に 重要 な位 置 を 占 め てい た 。 国 営 企 業 は東

欧 ・ロシ アで は生 産 ・雇 用 の 両 面 で8⑪パ ー セ ン ト以 上 の比 重 を 占め て い た が,

中 国で は20パ ー セ ン ト以 下 に す ぎ なか っ た(表1を 参 照)。 した が っ て,国 営

企 業 の存 在 に よ る,国 内 価 格 自由 化,財 政 改 革,そ して 金 融 引 き締 め な どの改

革 措 置 のマ..イナ スの イ ンパ ク トが,東 欧で は 中 国 よ りは るか に大 きか った こ と

は不 思 議 で はな い 。

第2に,中 国 で は 相対 的 に 大 きな農 業 部 門 に お け る分 権化 が 早 くか ら実 施 さ

れ て お り,農 業 の発 展 は工 業 成 長 に 先 行 して い だ 〕。 この こ ζが,相 対 的 に 円

表1企 業部 門別雇用 シェア

1

中国 ロ シア

・1978 1984 1991 1985ユ99ユ

..一.........画

集

郷
一L.

営

団

鎮

。葉蔀,6
農 業i72.o

企 業14.3
」

17.9

67.0

7.6

18.3

63.9

10.0

93,186.1

6,0.5,3

N.A.N.A.

(出 所)SachsandWoo〔1993〕

8)農 業 部 門 の成 長率 〔1980-92年)は,中 国が5.4パ ー セ ン トで あ っ た の に対 して,東 欧 諸 国/

9'旨 曳=・ら

協'複.凌

屍

1
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滑 な部 門 間 資 源 再 配 分 を 通 じた移 行 過 程 を容 易 に した もの と思 わ れ る。

第3に,CMEA内 貿 易 の シ ェ ア は,中 国 に比 べ る と,東 欧(ベ トナ ム も)

が 圧 倒 的 に大 きか った9〕。 した が っ て,CMEAの 崩 壊 が 貿 易 部 門 に与 えた マ

イ ナ スの 影 響 は 東 欧 の方 が は るか に深 刻 で あ った 。 こ こで注 意 しな けれ ば な ら

ない の は,交 易 条件 の悪 化 な ど短 期 的 な効 果 だ けで は な く,歪 ん だ価 格 体 系 に

基 づ い て 作 り上 げ られ た 産 業構 造 自体 が もつ 中 長期 的 な マ イ ナ ス の効 果(産 業

調 整=資 源 再 配 分 の コス ト)で あ ろ う。

3.2.産 業 構 造

東 欧 にお い て は,生 産 お よ び雇 用 の両 面 で 工 業 部 門 が 支配 的で あ り,農 業 は

小 さな 割 合 しか 占 め て い な いが,中 国 ・ベ トナ ムは この全 く逆 で あ る(図3を

参 照)。 中央 計 画 の浸 透 と実 施 は工 業 部 門 の方 が 農 業 部 門 よ り徹 底 し易 い こ と,

図3部 門別GDPシ ェア(%)
70

60

50

40

30

20

10

0

一 一..一.・ 一.....-「-.「 一 一.匿.一 冒 曽 「..冒 ■ 一-冒 ■.一 z

外

、
、

.一

一 一 一 ・ 一 一

≧、

一 一 一 一.一 一 、、 「 一

一.一 一 一 一.一..一 r .一 一.一-匿 一 曲 匿 冒 一.一.匿 一.匿 冒 一一..

ン
タ'

ド.1

、

一

L一 一.「.. こ
、

一..一

」一
ド

.

㌔

一.

,「 、/、
、二

㌔

-、

r

ら

.

㌔
、

一 一 一 一 一 ・ 一 一 」.

.

「r、 」 一 一,一 一.一 一 一 一 一 一 一 一 一 幽 一 一 一 一.. 'F
、

一 一. 一..一 /、 ■. ;'
r.'

.■
＼

匿-

r「 こ・
㌔、

' 、 こ

馳、

、ン
ド こ 「

,無
「,
.民'

な
一.幽 一 一 -

..

.一.一 一..畠.7.一 国 國.・ 幽 幽,.冒 「.
'

を

一.

、 一 一一

'r.

一L
' .ぶ

一 ・

二
、

一 一

r「 '

、＼

乏 ㌔

2

「, $
、/.

モ

ヨ ' .:卜/ ㌔

匪r. ㌔

匿 一 匿.一 匿. ド -買 置r一一 丁 一 」 一r. .一 ・ 一 一L一一一 」ド くこ

一

跡... 、

..

「. 長
■ ■ 罰

一

こ/ を 二 ;、 --、 づ 、. 'さ '

'・:
』

'
、
、 匪 、

鳶 」「 ㌔

' 二 、㌔
ち 、 r

、

宗
ド

.

〈農 業〉 ベ トナ ム ハ ンが.1一 〈工 業 〉 ベ トナ ム ハンガリー

中 国idtエ コスロバキアポーランド 中 国 「L1チェコスロバキアポーランド

四1990.團 ユ993

＼は軒並みマ イナス成長であ った。ち なみ に,ベ トナムのそれは4.2パ ーセ ン ト 〔1985-90年)。

9)例 えば,1991〕年の東 欧諸 国の輸出 に占め るCMEAの シェアは、 もっとも小 さい ボーラン ドで

41パ ーセ ン ト,ブ ルガ リアに至 っては69パ ーセ ン トに達 した。「これ ら諸国が市 場経 済移行のた

めの改革を開始 した とき,CMEAお よび旧 ソ連の崩壊 の もた らす負 の効果 は明 らか に過小評価

されていた(IMF〔1994〕)1の であ る。

.群
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ま た,国 営 企 業 の 役 割 は圧 倒 的 に工 業 部 門で 重 要 で あ る こ とを考 え る な らば 」

前 述 の生 産 ・雇 用 に与 え る経 済改 革 の イ ンパ ク トが 農 業 国 よ りも工 業 国 にお い

て の方 が 大 きい で あ ろ う こ とは想 像 に難 くない 。

途 上 国 の 大 き な農 業部 門 が低 雇 用 の源 泉 で あ る こ とは よ く知 られ てい る。 け

れ ど も,そ のゆ え に農 業 部 門 は そ の過 剰 労 働 力 を利 用 して非 国営 企 業 の勃 興 を

手 助 けで き る。 実 際,中 国で は そ れが 周 知 の 「郷鎮 企 業」 の成 長 を支 え てい る。

198〔卜一91年 間の 工 業 生 産 は12.8パ ー セ ン トの高 成 長 を遂 げ たが,郷 鎮 企 業 は そ

の 中で シ ェ ア を78年 の9パ ー セ ン トか ら92年 に は27パ ー セ ン トへ と3倍 増 して

い る。

さ ら に また,中 国 の 農 業部 門 の着 実 な成 長 は,労 働 力 だ けで は な く,国 内 需

要 の増 加 と国 内 貯 蓄 の動 員 の面 で も重 要 な役 割 を果 た して きて い る。 注 目す べ

き こ と は,国 内貯 蓄 の増 加 は貨 幣 保 有 の増 加 と平 行 的 に実 現 して お り,金 融 仲

介 の プ ロセ スを 通 じて 国 内投 資 に寄 与 して い る点 で あ る。 例 え ば,1978一..83年

間 の農 村 部 の 家 計預 金 の伸 び は35-49パ ー セ ン トと,都 市 部 の それ を上 回 り続

けた(McKinnon〔1994〕)。 したが っ て,農 業部 門 の 成 長 は 供 給 面 だ けで は な

く,需 要 面 にお い て も中 国 の 高成 長 を支 え てい る とい え よ う。

3.3.マ ク ロ 経 済 状 況

こ こ で 最 近 の 経 済 改 革 開 始 時 の 状 況 と して1980年 代 末 の マ ク ロ 経 済 を 見 て み

る と,東 欧 の 状 況 は 中 国 に 比 べ て は る か に 悪 化 し て い た こ と が 分 か る1%実 質

経 済 成 長 は 停 滞 的 で あ る か は っ き り マ イ ナ ス で あ るか で あ っ た し,輸 出 は 停 滞

し,経 常 収 支 赤 字 は 拡 大 し て,対 外 債 務 は 累 積 して い た 。 中 国 は,こ れ に 対 し,

目 ざ ま し く は な く と も着 実 に プ ラ ス 成.艮 を 遂 げ,対 外 債 務 は 事 実 上 ネ グ リ ジ ブ.

10)東 欧諸国の繕 済改革 は部分 的にはすでに1960年 代か ら開始されている。.けれ ども,ハ ンガリー

を除けば改革は しば しば挫折 を繰 り返 し、各国 とも目だ った改革の成果 をあげることな く,80年

代 には債務問題 が深刻化 した ことなどによって経済停滞が顕著になった,,IMFの 支援す る,市

場経済移行に よる全面的改革 は1990年1月 にポ・一ラン ドで開始され,91年 にはチェコスロバ キア,

ハンガリー,ブ ルガ リア,ル ーマニアで.も次 々に類似の改革プ ログラムが実施 され るこ.ととなっ

た,

幽
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衰2対 外債務残高

合計(百 万 ドル) 対輸出比率 対GNP比 率

1980 1992 1989 1992 19891992

中 国 4504 69321 83.4 76.8 9.12.8

ベ ト ナ ム 2603 豪17521 337.2

ロ シ ア 2240 78658

ヨ1

ブル ガ リア 392 12146 101.7 166..4 44.4124.5

ハ ン ガ リ ー 9764 21900 168.0 158.2 72,365.0

ポ ー ラ ン ド 8894 48521 257.1 234.2 53.6552

ル ー マ ニ ア 9762 3520 10.0 67・11 2,814.O...一

(出 所WorldBank,概or酊 α て思～o勿 醐 『Rψ 嶋19941Wo「}dBank,珊 珊 ♂貿 ηD♂ 「,ど'opご,意gE`oπo.

mir,1993お よ びAsianDevelopmentBank,Keylndzcnto「sofDevelopingAsianandPace・

声 ビCo繊`r∫8&1993.

じ1991年
。

大幅な対外借 り入れば必要な国内経済調整を遅らせるばかりでなく,必 要な

調整の程度を加速的に拡大 してしまう。そこに債務危機が生じると累積債務途

上国への借 り入れフローは停止され,各 国は突然,国 内消費の急激な削減を迫

られることになった。これは需要側における追加的要因として国内生産の急激

かつ持続的な低下を説明するが,CMEAの 単壊にともなう旧ソ連からの資金

フロー.,と くに貿易金融の途絶は東欧諸国に同様の負のインパクトを与えた。

IV移 行戦略の基本課題

こ.のよ うに移 行 経 済 は 多様 な経 済 パ フ ォ.一マ ン ス を示 して い るが,こ の節 で

は,そ れ を もた ら した 政 策 要 因 の役 割 につ い て論 じる。 移 行経 済 聞 の パ フ ォー

マ ンスの ギ ャ ップ は初 期 条 件 の 違 い だ け で説 明で き るわ けで は ない 。実 際 東

欧 と中国 を比 較 す る.と,政 策,あ る い は 発展 戦 略 に おい て もい くつ か の対 熈 的

なパ ター ンの 相 違 が 存 在 す る。 ここ で は,.1)改 革 の ペ ー ス,2)政 府 固有 の役

割,3)「 地 域 外 部 性 」,に つ いて 検 討 を加 え る。

、
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4ユ.「 シ ョ ック療 法」 対 「漸 進 主 義 」

移 行 経 済.にお け る改 革 戦 術 を め ぐ って は 急 進 的 な 「シ ョッ ク療 法 」 ま た は

「ビ ッグ ・バ ン」 か;「 漸 進 主 義 」 か と.いう議 論 が か ま びす しい 。 お しな べ て 云

う と,最 近 の 中 国 の経 済 改 革 を研 究 して い る エ ゴ ノ ミス トは,市 場 経 済 へ の 移

行 過 程 で は シ ョ ック療 法 で は な く,漸 進 主 義 を と るべ きだ とす る傾 向 が 強 い

(例 え ば,McKinnon〔1994〕)。 彼 らに よ れ ば,国 営 お よ び非 国 営 企 業 を含 め

て効 率 的 な産 業 組 織 を作 って ゆ くた め に は漸 進 主 義 の 方 が うま くゆ くと主 張 さ

れ る。 した が って,当 初 の マ ク ロ不 均 衡 に対 処 す る場 合 を除 い て,「 ビ ッグ ・

.バ ン」 は経 済 的根 拠 か ら は必 要 で な く,東 欧 ・旧 ソ連 は,「 ビ ッ グ ・バ ン」.に

よ る惨 憺 た る結 果 か らみ て,中 国 の 経験 を 学 ぶ べ きだ,と い う ので あ る。

.東 欧 ・ロ シア の経 済 改 革 を研 究 し,ま た 政 策 的助 言 を与 え て い る エ コ ノ ミス

トの 多 く は これ に 対 して 強 く反 駁 し て い る(例 え ば,Aslund〔1994〕)。 彼 ら

に よれ ば.第1に,上 の よ うな 議 論 は移 行 経 済各 国 の おか れ た 初 期 条件 と政 治

体 制 に お け る差 異が わ か って い な い,第2に,東 欧 ・旧 ソ連 で は,漸 進 的 ア ブ ・

ロ ー チ は既 に実 行 され,完 全 に.失敗 した,と い う ので あ る。教 訓 は ,迅 速 な改

革 を実 施 した ポ ー ラ ン ドの よ うな東 欧諸 国か.ら中国 へ と流 れ て ゆ くので あ り,

逆 で は ない,.と も主 張 さ れ る。(Sachs〔1993〕)

皮 肉な 言 い 方 を す れ ば,.〒 般 的 に云 っ て,ど ち らの 側か ら もプ ラ.スまた はマ

イナ スの 意 味 で教 訓 を 引 き 出.すこ と はで き るで あ ろ う。 ま た,分 野 に.よって は

急 進 的 な行 動 を必 要 とす るが 政 治 的 制 約 そ の他 に よ っ.てそ れ が 不 可 能 で あ る場

合 もあ る で あ ろ う。 そ の場 合,セ カ ン ド ・ベ ス トと して漸 進 主 義 的 ア プ ロー チ

を と らざ る を得 な いか も しれ な い 。 む ろ ん,分 野 に よ って は,1回 き りの急 激

な変 更 よ り,段 階 的 な ア プ ロー チ が必 要 な もの もあ るだ ろ う。 法 制,会 計 規 則

な ど基 本 と な る制 度 的 な改 革 は 時 間 が掛 か る のが 当 然 で あ り,そ れ は移 行 経 済

に お け る私 的 所 有 権 の確 立 につ い て も当 て は ま るだ ろ う。結 局 の と ころ,よ い.

改 革 プ ラ ン とい う もの は これ らの制 約 条 件 を考 慮 に入 れ た上 の もので あ る はず

だ。

..
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また,こ の 問題 は,途 上 国 の さ まざ まな 分 野 に お け る経 済 自 由化 政 策 の 順 序

づ け(sequencing>の 問 題 と も密 接 に 関わ っ て くる。 例 えば,マ ク ロ安 定 化 が

最 優 先 目標 で あ り,国 内金 融 市 場 の 自由 化 は慎 重 か つ漸 進 的 に実 施 す べ き こ と

は概 ね 共 通 の 理解 が 成 立 してい る よ うに思 わ れ るが,貿 易 自 由化 の順 序.とペ ー

ス につ い て は議 論 の分 か れ る とこ ろ とい うの が 現状 で あ ろ う。移 行 経 済 の場 合

に は,こ れ ら に加 えて,初 期 条 件 と して の 全 面 的 な 価格 の 歪 み,経 済 活 動 を秩

序 立 て る ゲー ムの ルー ル の確 立,な どの 基 本 的 前 提 条 件 の脆 弱 さ を考 慮 す る必

要 が あ る。 マ ク ロ安 定化 一 つ を取 り上 げて も,目 標 値 に は 幅 が あ る だ ろ う'。確

か.に,「 余 りに拡 張 的 な財 政 お よび 金融 政 策 が 移 行 プ ロ セ ス に お け る極 端 な生

産 低 下 を 防 ぐ こ と.はで きな い(IMF〔1994〕)」 か も しれ ない が,「 相 対 価 格

体 系 の 正 常 化(getpricesright)」 は容 易 で ない 。 と く に,安 定 化 が 生 産 ・雇

用 の減 少 に よ って 逆 に リス クを大 き く した り,ま た 持 続 さ せ た りす れ ば,相 対

価 格 体 系 の正 常 化 のた め の資 源 コス トは増 大 して ゆ くで あ ろ う。

言 い替 えれ ば,移 行経 済 にお け る 「構 造 調 整 」 とは,単 に 市 場 を機 能 さ せ る

だ け で は な く,市 場 が 機 能 す るた め の条 件 を作 り上 げ て ゆ くとい う未 曽有 の政

策実 験 の過 程 に他 な ら ない の で あ る。 したが って,そ こで は 途 上 国 一 般 に お け

る経 験 を生 か しつ つ も,そ の ま ま適 用 す るので は な く,部 分 的 に 実験 的 に段 階

的 に,し か も修 正 を厭 わ ず に実 施 す る現 実主 義pragmatismと 柔 軟 性 且exibil・

ityの 組 み 合 わ せ が 政 策 当 局 に要 求 され る もの と思 わ れ る。 「シ ョ ッ.ク療 法 」 か

「漸 進 主 義 」 か とい う よ う な二 項 対 立 的 な議 論 は,こ の 意 味 で 現 実 主 義 的 で も

な く,柔 軟性 に も欠 け る とい わ なけ れ ば な らな い.

4.2..政 府の役割

途上国の発展戦略における政府の役割については,世 界銀行など,「市場主

J一 辺倒であった国際機関においても,「市場補完的アプローチ」にみられ

るように積極的に一定の意義を認めようという考え方の変化がみられる。すな

わち,政 府は,市 場が機能するための基礎となる有形および無形の基本的イン.
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フ ラス トラ クチ ャー を供 給 し,ま た 多 種 多 様 な 「公 共財 」 の提 供 に よ って市 場

機 能 を補 完 す る こ とが で き る とい うわ けで あ る。 さ らに 最 近 で は,「 市 場 の 失

敗 」 を 含 む市 場 機 能 不 全 を補 完 す るだ けで は な く,政 府 の潜 在 的 な機 能 を よ り

積 極 的 に 評 価 し よ う とい う動 きが 目 立 っ て きて い る(例 え ば,WorldBank

[1993〕)o

さ らに踏 み込 んで い えば,市 場 機構 とい え ど も,経 済 活 動 とい うゲ ー ム にお.

け るい くつ か あ る ル ー ル の う ちの 一 つ に過 ぎな い と考 えれ ば,政 府 の役 割 は,

市 場機 能 の補 完 に と ど ま ら ない とい え る。 政府 は狭 義 の公 共 財.を供 給 す る経 済

主体=プ レイ ヤ ーで あ るだ けで は な く,ゲ ー ム の運 行 を支 え る審 判(referees)

お よ び 監視 役(supervisors)で もあ る。 この よ うな見 方 に立 て ば,政 府 の 活動

領 域 が,少 な く と も潜 在 的 には,ミ ク ロ経 済学 で い う公 共 財 の供給 よ りも さ ら

に広 い こ とが 分 か るL%す なわ ち,政 府 の供 給 で きる もの は ゲ ー ムの場 を支 え.

る イ ンフ ラ を も含 む,よ り広 義 の 「公 共財 」 で あ る と も云 え るの で あ る。

この と き,こ の 「公 共 財 」 の カテ ゴ リー の 中 に は,1)マ ク ロ経 済 の 安 定 性

や,2)経 済 シ ステ ムの 運営 ・維 持 に対 す る信 頼 感(credibility)を 含 め て よい

で あ ろ う。 こ の2つ の 「公 共 財 」 は 互 い に他 を排 除 しない 。 そ れ ど ころ か,こ

.の2つ は互 い に きわ め て 密接 な 関係 に あ る。

マ ク ロ経 済 安 定 は移 行 経 済 の み な らず,一 般 的 に経 済 運 営 の 最:優先課 題 で あ

る と云 って よい 。 そ れ は,国 内貯 蓄 を動 員 し,外 国 投 資 を導 入 して 国 内投 資 を

拡 大 す る こ と に よ って ダ イナ ミ ッ クな成 長 経 路 に乗 るた め の 基 本 的前 提 条 件 で

あ る.東 欧 の場 合 の よ うに改 革 の 当初 に マ クロ経 済 安 定 が存 在 しな い場 合 に は,

これ を 回復 す るた め の調 整 コス トは あ る程 度 まで 避 け られ な い で あ ろ う。

とは云 え,そ の コ ス トは で きる 限 り最 小 化 され,関 連部 門 の み に 限定 され な

けれ ば な ら ない 。 経 済改 革 は,部 門 問 の資 源 再 配 分 と と もに,必 然 的 に所 得 お

ll}「 市場 の失敗 」は必ず し も政府介入 を正当化 しない。市 場が失敗 する場 合には,政 府 も失敗す

るか も しれない。それ どころか,政 府 は常 に失敗 し得 る。従 って、同 じ分 野で も適切 な介入 と

誤 った介入があ り得る。政府 の役割が 「潜在的」であるのはこの意味 においてであ る。

隔.
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よび資産の再分配を伴 う。中国では,農 業部門が着実な成長を達成 し,非 国営

工業部門の成長を支えた。これに対 して,東 欧においては,国 営企業部門の調

整コストを非国営部門が負わされているようにも思われる。

マクロ経済の安定はまた,政 府の政策運営能力の適切さと政治的意志の強固

さの保証であるとみなす こともで きよう。政策枠組みに対する信頼や政治経済

体制の連続性に対する確信がなければ,長 期を見通 した意志決定や経済計画は

実施できないであろう。 この点はとくに移行経済においては決定的な意味をも

つo

以上の側面について,中 国の改革の経験はわれわれに多 くの教訓を与える。

中国当局は中央計画体制から市場経済へ と段階を踏んでその手綱を緩めてきた。

そのため,短 期的な,さ らには中期的な道筋は,東 欧の場合に比べると,経 済

主体にとって相対的に見やすいものとなった。

最近の中国の高成長はかなりの部分,.非 国営部門によって達成されたことは

しばしば指摘されるところであり,分 権化はカギとなる要因である。 とい うの

は,こ の分権化のプロセスは,同 じ政策枠組みの中での連続的な資源再配分の

プロセスで もあるからである。ただし,こ れは,現 在の政策枠組みが これまで

の移行過程め中で有用な役割を果たしてきたことを示すのにす ぎないのであっ

て,今 後,完 全な(full-fledged>市 場経済への最終段階で もなお有効かつ不可

欠のものであり続けるということを意味しないことに注意すべ きなのはいうξ

で もない。

4.3.「 地 域 的外 部 効 果 」

最後 に,強 調 す べ き点 と して 各 移行 経 済 の置 か れ てい る時 間 的 空 間 的環 境 の

差 異 に 注 目 し た い 。 す な わ ち,こ れ は 「地 域 的 外 部 効 果(regional

extemalities)」 に関 わ る。CMEA体 制 の崩 壊 が そ れ に依 存 して きた経 済 に強

い マ イ ナ ス の イ ンパ ク トを与 えた 点 は既 に 見 た 。.これ は 「公 式 的 な地域 統合 の

崩 壊(formalregionaldisintegration)」 に よ る 外 部 不 経 済 に他 な らな い ので あ
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り,対 照 的 に,中 国,そ して ベ トナ ム は,ア ジ ア太 平 洋 に お け る貿 易 と資 本 フ

ロー を通 じた 「自 然 な,非 公 式 の,あ るい は 事 実 上 の地 域 統 合 化(natural/

informal/defactoregionalintegration)」 に よ る外 部 経 済 効 果 を 享受 す る こ と

が で きた とい え るだ ろ う。

改革 以 前 の 中 国 はCMEA貿 易 へ の 依存 度 が低 か った ばか りで な く,東 欧 に

比 べ る と外 国貿 易 一 般 へ の 依 存 度 が 低 か った 。 市場 経 済 移 行 の プ ロ セ ス の 中で,

中 国 は 開放 化 を進 め,外 国 貿 易 へ の 依 存 は 急 速 に 高 ま っ たが,こ れ は また 周 辺

地 域 の ダ イ ナ ミッ クな 成 長 と無 関係 で な い(図4を 参 照)。 これ は ま さ に,貿

易,投 資 と経 済 成 長 の 好 循 環 の 好 例 で あ る とい え る 。残 念 なが ら.こ の種 の環

境 は東 欧 旧 ソ連 の 周 辺 には 見 られ な か った 。 西 ヨー ロ ッパ は90年 代 に入 って

景 気 が下 降 した うえ,EC統 合 は 内 向 きの プ.ロ ック形 成 と して の意 味 合 い が 大

きい と見 なせ るか らで あ る。

貿易,資 本 フロ ー を通 じた 相 互 依 存 性 の 高 ま りは,技 術 移 転,経 営 技 術 向上,

国 際 競 争 力 強 化 な どを 通 じて,そ の 金 額 が 示 す 以 上 の 追 加 的 便 益(spill-over>

もた らす 。 これ は,ア ジ ア太 平 洋 地域 の 高成 長 を説 明す る際 の キ ー ・ポ イ ン ト

で あ り,ま た,と りわ け 中 国 の場 合 に つ い て云 え ば,同 地 域 の金 融 ・商 業 ・技

図4輸 出額(10(.ド ル.)
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術 面 に お け る 中国 系 コ ミュニ テ ィ(「 華 僑 ネ ッ トワー ク」)の 役 割 を強 調 す る際

の ポ イ ン トで もあ る。

V結 び に

こ こまで,わ れ わ れ は,ま ず,発 展 途 上 国 に お け る構 造 調 整 の 経 験 を そ の ま

ま の形 で 移 行 経 済 に適 用 す る こ とはで きな い と論 じた 。 次 に,最 近 の 移 行 経 済

の パ フ ォー マ ン.スを比 較 検 討 す る と,そ の対 照 的 な差 異 は,初 期 条 件,政 策 戦

略,そ して外 部 環 境 に よ って左 右 さ れ る こ とが 分 か った 。 以 上 の 考 察 か ら導 か

れ る政 策 的 イ ンプ リケー シ ョンは何 で あ ろ うか 。

一 つ の単 純 な教 訓 が 導 か れ る
。す なわ ち,不 完 全 な政 策 パ ッケー ジで もよ い

結 果 が 得 られ る こ.とが あ る と し}う こ とで あ る。 中 国 の 「部 分 鮒 改 革(partial

reform)」 は そ の 好例 で あ る12〕』 市 場 経 済 へ の 移 行 に対 して,「 ビ ッグ ・バ ン」

に レろ 「漸 進 主義 」 に しろ,「 一 義 的 な 全 天 候 型,全 目的 型 の政 策 戦 略(aun-

iqueall・weatherand/orall-purposepolicystrategy)」 な ど と い う も の は存 在

しな い。 個 別 移 行 経 済 に と って適 切 な政 策 戦 略 は,初 期 条 件,政 策 運 営,そ し

て外 部 環 境 そ の 他 に依存 して お り,し か も,外 生 要 因の 相 対 的 重 要 性 は 事 前 に

は分 か ら ない 。

したが って,例 えば,中 国 の 「部 分 的改 革 」 とい え ど も他 の 移 行 経 済 の 場合

は惨 憺 た る結 果 を もた らすか も しれ な い ので あ り,移 行 ・改 革 に あ た って は,

出来 合 い の政 策 パ ッケ ー ジに 固執 す るよ りは,個 別 国 の お か れ た 状 況 を 知 悉 し

た上 で,試 行 錯 誤 と柔 軟 な対 応 を 覚 悟 す る 必 要 が あ りそ うだ。 この 意味 で,

「地 球 上 を飛 び回 って い る,個 別 国 の 経 済構 造 や 制 度 に不 案 内 な コ ンサ ル タ ン

トに対 す る中 国 の懐 疑 主 義(Rawski〔1994〕)」 は健 全 な ものだ とい え よ う。

結 局 わ れ わ れ は,市 場 と政 府 のベ ス ト ・ミ ック スを 求 め る とい.う原 点 に 立 ち

帰 らざ る を得 な い よ うだ 。 市 場 経 済 へ の 移 行 改 革 は,経 済 活 動 とい うゲ ー ム に

12)中 国の場 合,「 明確 な戦略 も計 画的な改革措置の順序 もなか った.政 策 当局 は一連の問題 と機

会に対 してその場 その場 の即応で凌いだ(Rawski〔1994〕)」 とし・われ る、,

.

卍...
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お け るル ー ル 作.りにお い て,そ の立 ち上 げ を.どうす るか とい う政 策 課題 を通 し

て,市 場 と政 府 の 望 ま しい 関係 の あ りよ うにつ い ての,よ り深 い 理解 を要 求 し

て い る。
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